様式第７号（第１２条関係）

予定建築物等以外の建築等協議書

	
建築物都市計画法第４２条第２項の規定により、
の

第一種特定工作物
  新　　　築
改　　　築について協議します。

用途の変更
新　　　設
年　　月　　日
福島市長
	
※手数料欄


	
	
※収　受　欄

	申請者　
	（住所又は所在地）
	

	
	（氏名又は名称及び代表者氏名）
	

	
	（電話番号）
	

	開 発 許 可 番 号
	　　　　　年　　　月　　　日　　　　　　　第　　　　　　　号

	工事完了公告年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	[bookmark: _GoBack]協 議 申 請 に 係 る
土　地　の　所　在
	

	協 議 申 請 に 係 る
土地の地目及び面積
	地目

	面積
㎡

	協議しようとする
予 定 建 築 物 等
	用途

	面積
㎡

	許可を受けた際の
建 築 物 の 用 途
	

	建築等着手予定年月日
	年　　　月　　　日

	建築等完了予定年月日
	年　　　月　　　日



　備考　１　協議申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
　　　　２　※印のある欄は記載しないこと。
　　　　３　「建築物の用途」の欄には、住宅、事務所、店舗、工場等具体的に記載すること。
　　　　４　次に掲げる図書を添付すること。
　　　　　　ア　許可書の写し　　イ　位置図・区域図・土地利用計画図・建物平面図等
　　　　　　ウ　建築しなければならない理由書　　エ　建築物等概要書
